
　
【表紙】 　

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成22年８月13日

【四半期会計期間】 第63期第１四半期(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

【会社名】 上新電機株式会社

【英訳名】 Joshin　Denki　Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　土　井　栄　次

【本店の所在の場所】 大阪市浪速区日本橋西一丁目６番５号

【電話番号】 大阪 06(6631)1161

【事務連絡者氏名】 代表取締役常務 経営管理本部長　　宇　多　敏　彦

【最寄りの連絡場所】 大阪市浪速区日本橋西一丁目６番５号

【電話番号】 大阪 06(6631)1161

【事務連絡者氏名】 代表取締役常務 経営管理本部長　　宇　多　敏　彦

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所

　 　(大阪市中央区北浜一丁目８番16号)

　 株式会社東京証券取引所

　 　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　

EDINET提出書類

上新電機株式会社(E03052)

四半期報告書

 1/29



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第62期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第63期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第62期

会計期間

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　６月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　６月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成22年
　　３月31日

売上高 (百万円) 83,237 90,031 385,607

経常利益 (百万円) 370 713 8,810

四半期(当期)純利益 (百万円) 862 206 4,687

純資産額 (百万円) 40,189 43,470 44,004

総資産額 (百万円) 152,303 155,962 142,886

１株当たり純資産額 (円) 811.82 877.83 889.06

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 17.49 4.17 94.92

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 26.3 27.9 30.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,103 △7,067 21,491

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △600 △1,426 △8,367

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 6,941 5,799 △8,449

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 4,970 5,714 8,408

従業員数 (名) 3,261 3,221 3,032

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第62期及び第63期第１四半期連結累計(会計)期間の１株当たり情報の算定上の基礎となる「１株当たり純資

産額の算定に用いられた普通株式の数」及び「普通株式の期中平均株式数」は、社員持株会専用信託口が所

有する連結財務諸表提出会社株式を控除しております。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４　ジョーシンアセット株式会社(連結子会社)は、第62期において会社清算が結了(平成22年１月31日付)しており

ます。

５　第63期第１四半期連結累計(会計)期間より国内子会社和歌山ジョーシン株式会社(平成22年４月１日設立)を

新たに連結の範囲に含めております。

６　従業員数は就業人員であります。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に

重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

なお、平成22年４月１日付で下記の会社を設立しております。　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な
事業の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社) 　 　 　 　 　 　

和歌山ジョーシン

株式会社
大阪市浪速区 10

各事業の請負

並びに受託運

営

100.0 ― 役員の兼任　４名

(注)　当グループでは、家電製品等の小売業(付帯業務を含む)以外の重要なセグメントはありませんので、セグメント情

報の記載を省略しております。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年６月30日現在

従業員数(名)
3,221
(3,500)

(注) １　従業員数は、当グループ外から当グループへの出向者を含む就業人員数であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員数(一般従業員の標準勤務時

間数から換算した人員数)であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成22年６月30日現在

従業員数(名)
2,451
(2,771)

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員数(一般従業員の標準勤務時間数

から換算した人員数)であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 販売実績

当第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)における販売実績を販売形

態別に示すと、次のとおりであります。
　

区分 売上高(百万円) 前年同四半期比(％)

小売 　 　

店頭販売 77,467 107.3

その他 10,305 118.3

小計 87,773 108.5

卸売 2,257 95.7

合計 90,031 108.2

(注) １  当グループでは、家電製品等の小売業(付帯業務を含む)以外の重要なセグメントはありませんので、セグメン
ト情報の記載を省略しております。

２　小売「その他」の主な内訳は、手数料収入及び無店舗販売等であります。
３　「卸売」は、フランチャイジーに対する商品供給であります。
４　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 店頭販売の都府県別販売実績

当第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)における店頭販売実績を都

府県別に示すと、次のとおりであります。
　

都府県名 売上高(百万円) 前年同四半期比(％)

大阪府 27,046 112.9

兵庫県 12,634 98.6

奈良県 6,059 109.9

京都府 5,694 109.3

滋賀県 4,377 97.1

新潟県 3,415 109.7

愛知県 2,861 113.5

和歌山県 2,590 139.4

埼玉県 2,444 98.6

岐阜県 2,242 110.6

富山県 1,816 99.7

三重県 1,729 121.9

千葉県 1,119 89.6

石川県 1,045 98.0

東京都 698 81.1

福井県 682 92.5

神奈川県 594 103.6

静岡県 414 94.9

店頭販売計 77,467 107.3

(注) １  当グループでは、家電製品等の小売業(付帯業務を含む)以外の重要なセグメントはありませんので、セグメン
ト情報の記載を省略しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 品種別販売実績

当第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)における販売実績を品種別

に示すと、次のとおりであります。
　

品種名 売上高(百万円) 前年同四半期比(％)

家電 　 　

カラーテレビ 15,027 120.1

ビデオ及び関連商品 5,387 111.5

オーディオ及び関連商品 2,306 102.6

冷蔵庫 4,773 102.0

洗濯機・クリーナー 5,040 109.3

電子レンジ・調理器具 3,938 114.6

理美容・健康器具 2,915 110.5

照明器具 748 111.4

エアコン 6,965 103.7

暖房機 34 169.3

その他 6,086 117.5

小計 53,225 111.9

情報通信 　 　

パソコン 6,271 86.9

パソコン周辺機器 4,862 105.6

パソコンソフト 460 92.6

パソコン関連商品 4,179 100.2

電子文具・ワープロ 861 127.5

電話機・ファクシミリ 669 102.9

携帯電話・ＰＨＳ 2,602 142.1

その他 1,167 111.1

小計 21,076 101.8

その他 　 　

音楽・映像ソフト 887 89.6

ゲーム・模型・玩具・楽器 7,592 101.2

時計 444 119.7

修理・工事収入 3,333 108.2

その他 3,471 114.0

小計 15,729 104.9

合計 90,031 108.2

(注) １　当グループでは、家電製品等の小売業(付帯業務を含む)以外の重要なセグメントはありませんので、セグメン
ト情報の記載を省略しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、アジア向けを中心とした輸出や生産の増加等を背

景に景気は持ち直しつつあるものの、雇用・所得環境は引き続き厳しい状況にあり、個人消費の低迷が続

くなど、先行き不透明な状況で推移しました。

当家電販売業界におきましては、４月からのエコポイント制度改正に伴い発生した３月の駆け込み需

要の反動はありましたものの、薄型テレビはその後も比較的堅調に推移しました。しかしながら、パソコ

ン等の情報関連商品については引き続き低迷しました。一方商環境は、相次ぐ大型店の出店、ならびに価

格・サービスでの競争が一段と激化しております。

このような状況の中、当グループでは、長期無料保証制度の対象商品を大幅に拡大するなど、「お客様

のライフスタイルを提案・サポートし、将来にわたり選ばれ続ける家電専門店を創造すると共に、より一

層の企業価値向上に努める」をビジョンとした、３年目となる中期経営計画『ＪＴ－１００経営計画』

に総力を挙げて取り組んでおります。

店舗展開につきましては、美原店(大阪府)をはじめ９店舗の出店を行うとともに２店舗を撤収した結

果、当第１四半期連結会計期間末の店舗数は178店舗となりました。

以上の結果、当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高900億31百万円(前年同四半期比108.2％)、営

業利益６億65百万円(前年同四半期比153.9％)、経常利益７億13百万円(前年同四半期比192.6％)となり

ましたが、「資産除去債務に関する会計基準」等の適用に伴う特別損失の発生等により、四半期純利益は

２億６百万円(前年同四半期比23.9％)となりました。

販売形態別では、小売におきましては、上記の状況により売上高は877億73百万円(前年同四半期比

108.5％)となりました。また、卸売におきましては、売上高は22億57百万円(前年同四半期比95.7％)とな

りました。

なお、当グループでは、家電製品等の小売業(付帯業務を含む)以外の重要なセグメントはありませんの

で、セグメント情報の記載を省略しております。

また、上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末は前連結会計年度末に比べ、資産は流動資産が104億82百万円増加し、固

定資産が25億94百万円増加したため、合計で130億75百万円増加し、当第１四半期連結会計期間末の資産

合計は、1,559億62百万円となりました。

負債は、流動負債が128億27百万円増加し、固定負債が７億81百万円増加したため、合計で136億９百万

円増加し、当第１四半期連結会計期間末の負債合計は、1,124億91百万円となりました。

純資産は、利益剰余金の減少等により株主資本が22億８百万円減少し、評価・換算差額等が16億74百万

円増加したため、合計で５億34百万円減少し、当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は、434億70百万

円となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第１四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローは、営業活動及び投資活動による支出が財務

活動による収入を上回った結果、全体としては26億94百万円の支出となり、当第１四半期連結会計期間末

の現金及び現金同等物の残高は57億14百万円(前年同四半期比115.0％)になりました。

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローとそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、たな卸資産の増加131億23百万円、法人税等の支払額19億66

百万円及び仕入債務の増加94億26百万円等があり、全体では70億67百万円の支出と前年同四半期と比

べ19億63百万円の減少(前年同四半期51億３百万円の支出)になりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、新規出店等による有形固定資産の取得及び差入保証金の差

入による18億99百万円の支出、有形固定資産の売却及び差入保証金の回収による７億20百万円の収入

等があり、全体では14億26百万円の支出と前年同四半期と比べ８億25百万円の減少(前年同四半期６億

円の支出)になりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、有利子負債の増加64億52百万円、配当金の支払いによる６億

31百万円の支出等があり、全体では57億99百万円の収入と前年同四半期と比べ11億41百万円の減少(前

年同四半期69億41百万円の収入)になりました。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等(会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりであります。

① 基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定(以下「方針決定」といいます。)を支配する者は、長年に

わたり築き上げた顧客、取引先、従業員等との信頼関係を最大限生かし、当社の企業価値及び株主共同

の利益を中長期的に確保し、向上させられる者でなければならないと考えております。

当社は、当社の株券等を大規模に買付ける買付行為であっても、当社の企業価値及び株主共同の利益

に資するものであれば、これを一概に否定するものではありません。また会社の支配権の移転を伴うよ

うな大規模な買付行為の提案に応じるか否かの判断は最終的には株主の皆様の総意に基づき行われる

べきと考えております。

しかし、株式の大規模な買付行為あるいは買付提案の中には、会社や株主に対して買付提案の内容や

代替案等を検討するための十分な時間や情報を与えないもの、買付に応じることを株主に強要するよ

うな仕組みを有するもの、買付条件が会社の有する本来の企業価値に照らして不十分または不適切で

あるもの、買付目的や買付後の経営方針等に鑑み、当社の企業価値及び株主共同の利益を毀損するおそ

れのあるものなどが存在することも想定されます。

当社は、このような大規模な買付行為や買付提案を行うことなどにより、当社の企業価値及び株主共

同の利益を毀損するおそれのある者は、方針決定を支配する者としては適切ではないと考えておりま

す。
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② 基本方針実現のための具体的な取組み

Ａ 基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は、家電製品・情報通信機器・エンターテインメント商品・住宅設備関連品などを扱い、専門

性の高い多彩な業態店舗並びにインターネットショップなどを通じて、お客様に快適なライフスタ

イルを提供しております。

また、高度な専門性・生活提案・豊富な品揃え・リーズナブルな価格・安心確実なアフターサー

ビスなど、創業以来変わらぬ「まごころサービス」の精神で、お客様との信頼関係の構築に努めてお

ります。

さらに当社は、コーポレート・ガバナンスの充実にも積極的に取組み、ＣＳＲ推進室の設置を含め

内部統制システムの整備に努め、公益通報体制の整備・プライバシーマークの認定取得(平成17年４

月)・ＩＳＯ１４００１の認証取得(平成12年３月)などに加え、省エネ型製品普及推進優良店にも数

多くの店舗が認定されております。また、平成18年６月には、こうした取組みをまとめたＣＳＲ報告

書を家電販売業界で初めて発行し、以降毎年更新しております(平成22年６月に「ＣＳＲ報告書２０

１０」を発行)。このように当社は、法令・社会規範の遵守や環境保全といった企業としての社会的

責任を果たし、会社全体の企業価値及び株主共同の利益の最大化を追求すべく、効果的かつ適正な企

業経営の推進に努めております。

Ｂ 基本方針に照らして不適切な者によって方針決定が支配されることを防止するための取組み

当社は、平成19年６月22日開催の当社定時株主総会での決議により、「当社株式の大規模買付行為

に関する対応方針(買収防衛策)」(以下「前対応方針」といいます。)を導入しました。前対応方針の

有効期間が、平成22年６月25日開催の当社定時株主総会(以下「本定時株主総会」といいます。)の終

結の時までであるため、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上の観点から、関係法令の改

正・整備等を踏まえ前対応方針の見直しを行い、平成22年５月11日開催の当社取締役会において、前

対応方針の一部を改定、更新することを決定し、本定時株主総会において決議されております。(更新

後の対応方針を、以下「本対応方針」といいます。)

　
③ 具体的な取組みに対する取締役会の判断及びその理由

Ａ 基本方針の実現に資する特別な取組みについて

基本方針の実現に資する特別な取組みについては、お客様に快適なライフスタイルを提供し、信頼

関係の構築に努めること、また、コーポレート・ガバナンスの充実を図ることにより、企業価値の確

保・向上、ひいては、株主共同の利益の確保・向上につながるものであり、株主共同の利益を損なう

ものではありません。

また、いずれも、企業価値及び株主共同の利益を毀損するおそれのある者は、方針決定を支配する

者としては適切ではないとする基本方針に沿った取組みであるとともに、当社役員の地位の維持を

目的とするものではありません。
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Ｂ 基本方針に照らして不適切な者によって方針決定が支配されることを防止するための取組みにつ

いて

当社取締役会は、大規模買付者が現れた場合に、当社の企業価値及び株主共同の利益に反する大規

模買付行為を抑止するために、株主の皆様が十分な時間や情報に基づいて判断すること等を可能に

するために前対応方針の導入及び本対応方針への更新を決定したものであり、本対応方針は、基本方

針に沿った取組みであると考えております。

その内容としても、予め大規模買付者が遵守すべき一定のルールを設定し、大規模買付者がかかる

ルールを遵守しない場合、またはルールを遵守した場合でも当社の企業価値及び株主共同の利益を

著しく損なうと当社取締役会が判断した場合にのみ一定の対抗措置を採るものとされていることか

ら、本対応方針は当社の企業価値及び株主共同の利益を確保するための取組みであり、株主共同の利

益を損なうものではないと考えております。

また、本対応方針は、当社取締役会が本対応方針を適正に運用し、当社取締役会の恣意的な判断を

防止するため、当社取締役会から独立した第三者機関として、独立委員会を設置しております。そし

て大規模買付者に対する対抗措置の発動を行うか否かの判断を行う場合には、当社取締役会が独立

委員会に対して諮問し、かかる諮問に基づいてなされた独立委員会の勧告を最大限尊重することで、

当社取締役会の恣意的な判断を排除する仕組みとなっております。このようなことから、本対応方針

は、当社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

さらに、本対応方針は、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共

同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則(Ⅰ 企業価値・株主共

同の利益の確保・向上の原則、Ⅱ 事前開示・株主意思の原則、Ⅲ 必要性・相当性の原則)を充足し

ており、高度の合理性を有する措置であります。

前対応方針は、平成19年６月22日開催の当社定時株主総会において株主の皆様の決議により導入

し、本定時株主総会における株主の皆様の決議により、本対応方針への更新を行い、その後も、３年ご

とにその継続の可否について株主の皆様に決議していただく予定となっております。この点からも、

本対応方針は、株主共同の利益を損なうものではないと考えます。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

① 重要な設備計画の変更

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。

　

② 重要な設備計画の完了

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当第１四半期連結会計期間に完了したものは、次

のとおりであります。

　

会社名
事業所名
(所在地)

設備の内容
投資額
(百万円)

完了年月

提出会社

有田店
(和歌山県有田市)
［賃借店舗］

店舗の新設
(内装・差入保証金)

37 平成22年４月

御坊店
(和歌山県御坊市)
［賃借店舗］

店舗の新設
(内装・差入保証金)

40 平成22年４月

アウトレット津城山店
(三重県津市)
［賃借店舗］

店舗の新設
(内装・差入保証金)

97 平成22年４月

ホームズ寝屋川店
(大阪府寝屋川市)
［賃借店舗］

店舗の新設
(内装・差入保証金)

154 平成22年４月

美原店
(堺市美原区)

店舗の新設
(建物・内装・差入保証金)

775 平成22年５月

山科店
(京都市山科区)

店舗の新設
(建物・内装・差入保証金)

578 平成22年５月

東生駒店
(奈良県生駒市)

店舗の新設
(建物・内装・差入保証金)

746 平成22年６月

東香里店
(大阪府枚方市)

店舗の新設
(建物・内装・差入保証金)

681 平成22年６月

新潟ジョーシン
株式会社

燕三条店
(新潟県燕市)

店舗の新設
(建物・内装・差入保証金)

350 平成22年４月

(注) １  当グループでは、家電製品等の小売業(付帯業務を含む)以外の重要なセグメントはありませんので、セグメン

ト情報の記載を省略しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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③ 重要な設備の新設等

当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりでありま

す。

　

会社名
事業所名
(所在地)

設備の内容

投資予定額
(百万円) 資金調達

方　法
着　手
年　月

完了予定
年　月

総　額 既支払額

提出会社
(仮称)伊丹店
(兵庫県伊丹市)
［賃借店舗］

店舗の新設
(内装・保証金)

266 ─ 自己資金
平成22年
９月

平成23年
３月

(注) １  当グループでは、家電製品等の小売業(付帯業務を含む)以外の重要なセグメントはありませんので、セグメン

ト情報の記載を省略しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

④ 重要な設備の除却等

当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 99,000,000

計 99,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 57,568,067同左

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 57,568,067同左 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

記載すべき事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年６月30日 ― 57,568 ― 15,121 ― 5,637

　

EDINET提出書類

上新電機株式会社(E03052)

四半期報告書

12/29



　

(6) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　
(注) １　当第１四半期会計期間において、第一生命保険株式会社から平成22年４月22日付で関東財務局長に提出された

大量保有報告書の変更報告書により、平成22年４月15日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けて

おりますが、当社として当第１四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができておりません。

なお、その変更報告書の内容は、次のとおりであります。
　

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目13－１ 2,704 4.70

　
２　当第１四半期会計期間において、ゴールドマン・サックス証券株式会社から平成22年７月６日付で関東財務局

長に提出された大量保有報告書の変更報告書により、平成22年６月30日現在で以下の株式を所有している旨

の報告を受けておりますが、当社として当第１四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができておりませ

ん。

なお、その変更報告書の内容は、次のとおりであります。
　

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ゴールドマン・サックス証券株
式会社

東京都港区六本木六丁目10－１　六本木ヒル
ズ森タワー

8 0.01

ゴールドマン・サックス・イン
ターナショナル

Peterborough Court, 133 Fleet Street,
London EC4A 2BB UK

14 0.02

ゴールドマン・サックス・ア
セット・マネジメント・エル・
ピー

200 West Street, New York, 
New York 10282, U.S.A.

337 0.59

ゴールドマン・サックス・アン
ド・カンパニー

200 West Street, New York, 
New York 10282, U.S.A.

7 0.01
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年３月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 6,696,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

50,717,000
50,717 ―

単元未満株式 普通株式　 155,067 ― ―

発行済株式総数 57,568,067― ―

総株主の議決権 ― 50,717 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式641株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
上新電機株式会社

大阪市浪速区日本橋西
一丁目６番５号

6,696,000― 6,696,00011.63

計 ― 6,696,000― 6,696,00011.63

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 ５月 ６月

最高(円) 928 991 928

最低(円) 838 830 833

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１

日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日

まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,714 8,408

受取手形及び売掛金 13,196 12,606

商品 55,454 42,312

その他 10,220 10,776

貸倒引当金 △34 △35

流動資産合計 84,551 74,069

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 20,015 18,210

土地 21,714 22,371

その他（純額） 3,545 3,498

有形固定資産合計 ※１
 45,274

※１
 44,081

無形固定資産 1,513 1,271

投資その他の資産

差入保証金 18,333 18,626

その他 6,830 5,478

貸倒引当金 △561 △661

投資その他の資産合計 24,602 23,443

固定資産合計 71,390 68,795

繰延資産 19 21

資産合計 155,962 142,886
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 38,135 28,709

短期借入金 3,300 2,610

1年内返済予定の長期借入金 16,572 17,483

未払法人税等 292 2,162

賞与引当金 1,023 1,981

ポイント引当金 4,760 4,943

店舗閉鎖損失引当金 90 408

転貸損失引当金 54 54

その他 21,778 14,826

流動負債合計 86,007 73,179

固定負債

社債 880 880

長期借入金 19,012 20,339

退職給付引当金 1,600 1,605

役員退職慰労引当金 5 5

転貸損失引当金 476 490

資産除去債務 2,048 －

その他 2,459 2,381

固定負債合計 26,484 25,702

負債合計 112,491 98,882

純資産の部

株主資本

資本金 15,121 15,121

資本剰余金 19,631 19,630

利益剰余金 23,292 25,522

自己株式 △6,463 △6,483

株主資本合計 51,582 53,790

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △277 △208

土地再評価差額金 △7,834 △9,577

評価・換算差額等合計 △8,112 △9,786

純資産合計 43,470 44,004

負債純資産合計 155,962 142,886
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

売上高 83,237 90,031

売上原価 67,864 72,341

売上総利益 15,372 17,689

販売費及び一般管理費 ※１
 14,940

※１
 17,024

営業利益 432 665

営業外収益

受取利息 18 19

受取配当金 40 29

受取手数料 37 42

その他 16 ※２
 116

営業外収益合計 112 207

営業外費用

支払利息 149 124

その他 25 35

営業外費用合計 174 159

経常利益 370 713

特別利益

固定資産売却益 213 15

投資有価証券売却益 14 －

貸倒引当金戻入額 － 101

店舗閉鎖損失引当金戻入額 － 6

特別利益合計 228 122

特別損失

固定資産売却損 215 －

固定資産除却損 15 13

減損損失 4 675

投資有価証券評価損 － 138

退職給付制度改定損 802 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 883

特別損失合計 1,036 1,712

税金等調整前四半期純損失（△） △438 △876

法人税、住民税及び事業税 205 208

法人税等調整額 △1,500 △1,290

法人税等合計 △1,295 △1,082

少数株主損失（△） △5 －

四半期純利益 862 206
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △438 △876

減価償却費 623 741

減損損失 4 675

貸倒引当金の増減額（△は減少） － △101

賞与引当金の増減額（△は減少） △551 △958

ポイント引当金の増減額（△は減少） 25 △182

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） － △6

退職給付引当金の増減額（△は減少） 835 △5

転貸損失引当金の増減額（△は減少） △16 △13

受取利息及び受取配当金 △58 △48

支払利息 149 124

投資有価証券売却損益（△は益） △14 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 138

固定資産売却損益（△は益） 1 △15

固定資産除却損 15 13

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 883

売上債権の増減額（△は増加） △1,998 △590

たな卸資産の増減額（△は増加） △8,562 △13,123

仕入債務の増減額（△は減少） 4,662 9,426

その他 1,606 △1,092

小計 △3,715 △5,008

利息及び配当金の受取額 41 31

利息の支払額 △162 △123

法人税等の支払額 △1,266 △1,966

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,103 △7,067
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,457 △1,810

有形固定資産の売却による収入 717 323

投資有価証券の取得による支出 △66 △0

投資有価証券の売却による収入 30 0

差入保証金の差入による支出 △204 △89

差入保証金の回収による収入 474 397

その他 △94 △247

投資活動によるキャッシュ・フロー △600 △1,426

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 500 690

コマーシャル・ペーパーの発行による収入 18,000 11,000

コマーシャル・ペーパーの償還による支出 △11,000 △3,000

長期借入れによる収入 3,500 1,500

長期借入金の返済による支出 △3,409 △3,737

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △12 △43

自己株式の処分による収入 － 21

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △636 △631

財務活動によるキャッシュ・フロー 6,941 5,799

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,236 △2,694

現金及び現金同等物の期首残高 3,734 8,408

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,970 5,714
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

項目
当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日 
 至　平成22年６月30日)

１　連結の範囲に関する事項の変更

 

 

(1) 連結の範囲の変更

和歌山ジョーシン株式会社を平成22年４月１日に設立したため、当

第１四半期連結会計期間から連結の範囲に含めております。

(2) 変更後の連結子会社の数　11社

２　会計処理基準に関する事項の変更

 

 

　「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成

20年３月31日）を適用しております。

　これにより、営業利益、経常利益がそれぞれ26百万円減少し、税金等

調整前四半期純損失が９億10百万円増加しております。また、当会計

基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は21億96百万円であ

ります。

　

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

　 　

※１　有形固定資産減価償却累計額　　26,805百万円 ※１　有形固定資産減価償却累計額　　25,837百万円
　 　

　２　保証債務

連結会社以外の会社の金融機関からの借入金

に対して、次のとおり保証を行っております。

　　　　あさか電器株式会社　　　　　　  93百万円

　２　保証債務

連結会社以外の会社の金融機関からの借入金

に対して、次のとおり保証を行っております。

　　　　あさか電器株式会社　　　　　　  94百万円
　 　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

　　　　　給与及び手当　　　　　　　 4,376百万円

　　　　　賞与引当金繰入額　　　　　　 827百万円

　　　　　退職給付費用　　　　　　　　 245百万円

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

　　　　　給与及び手当　　　　　　　 4,864百万円

　　　　　賞与引当金繰入額　　　　　　 892百万円

　　　　　退職給付費用　　　　　　　　 230百万円

───

 

 

※２　営業外収益の「その他」には、第一生命保険の株

式会社化に伴う、株式割当て63百万円を含んでお

ります。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,970百万円

現金及び現金同等物 4,970百万円

　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 5,714百万円

現金及び現金同等物 5,714百万円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１

日　至　平成22年６月30日)

　

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 57,568,067

　

２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 8,047,844

（注）自己株式数については当第１四半期連結会計期間末に社員持株会専用信託口が所有する連結財務諸表提出会社

株式1,351,000株を含めて記載しております。

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 692 14平成22年３月31日 平成22年６月28日 利益剰余金

　
(2) 基準日が当第１四半期連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会

計期間の末日後となるもの
　

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

　

【事業の種類別セグメント情報】

　　前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

当グループの事業は、家電製品等の小売業並びにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いまし

て、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。
　

【所在地別セグメント情報】

　　前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

本国以外の国、又は地域に所在する在外支店及び連結子会社がないため開示しておりません。

　

【海外売上高】

　　前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

海外売上高がないため開示しておりません。

　

【セグメント情報】

 (追加情報)

　当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

20号 平成20年３月21日)を適用しております。

　
当グループでは、家電製品等の小売業(付帯業務を含む)以外の重要なセグメントはありませんので、セグ

メント情報の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 877.83 円
　

　 　

　 889.06 円
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額等

第１四半期連結累計期間

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 17.49 円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─ 円
　

１株当たり四半期純利益金額 4.17 円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─ 円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 862 206

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 862 206

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 49,328 49,515

３　「普通株式の期中平均株式数」は、社員持株会専用信託口が所有する連結財務諸表提出会社株式を控除してお

ります。
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(重要な後発事象)

　
当第１四半期連結会計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

平成22年７月１日開催の当社取締役会決議に基づき、平成22年７月16日に転換社債型新株予約権付社債を発行

いたしました。

１  社債総額：2,500百万円

２  各社債の金額：１百万円

３  社債の利率：本社債には利息を付さない

４  社債の発行価額：各社債の金額100円につき金100円

５  社債の発行価格：各社債の金額100円につき金102.5円

６  社債の償還価額：各社債の金額100円につき金100円

７  担保・保証の有無：なし

８  社債の発行日：平成22年７月16日

９  社債の償還期限：平成27年７月16日

10  新株予約権に関する事項

　(1) 新株予約権の総数：2,500個

　(2) 新株予約権の払込金額：新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しない

　(3) 新株予約権の目的である株式の種類：当社普通株式(当社自己株式を交付予定)

　(4) 新株予約権を行使することができる期間：平成22年９月１日から平成27年７月14日まで

　(5) 新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額

① 新株予約権の行使に際しては、当該各新株予約権が付された本社債を出資するものとし、当該本社債の

価額は、その発行価額と同額とする。

② 本新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算定するにあたり用いられる価額(転換価額)

は、１株につき937円とする。

11  調達資金の使途：全額を当社の新設店舗等の設備投資資金の一部として平成23年３月までに充当する予定

12  期中償還請求による償還：平成25年６月13日から平成25年６月26日までの間に本社債の償還を請求するこ

とができる。この場合、当社は、期中償還請求のあった本社債全額につき平成25

年７月16日に額面100円につき金100円で償還するものとする。

　

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月13日

上新電機株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　中　　川　　一　　之　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　廣　　田　　壽　　俊　　印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている上新

電機株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平

成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、上新電機株式会社及び連結子会社の平成21年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月13日

上新電機株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　中　　川　　一　　之　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　廣　　田　　壽　　俊　　印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている上新

電機株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平

成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、上新電機株式会社及び連結子会社の平成22年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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